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Ⅰ. 2019年度 決算



１－１．連結業績概要 1 1 

 売上高（営業収益）は，電力小売全面自由化に伴う競争進展による販売電力

量の減少により，電気料金収入が減少したことなどから，1兆3,473億円と前年

度に比べ296億円の減収となりました。

 営業費用は，販売電力量の減少や燃料価格の低下などによる原料費の減少

に加え，経営全般にわたる効率化に努めたことなどから，1兆2,991億円と前年

度に比べ582億円の減少となりました。

 この結果，営業利益は481億円となり，前年度に比べ286億円の増益となりま

した。

 支払利息などの営業外損益を加えた経常利益は398億円となり，前年度に比

べ271億円の増益となりました。

 渇水準備引当金を取崩し，原子力発電工事償却準備引当金の全額を取崩し

た結果，法人税などを控除した親会社株主に帰属する当期純利益では900億

円となり，前年度に比べ786億円の増益となりました。



１－２．業績概要 【連結・個別】

（単位：億円，未満切捨）

2019年度
（A）

2018年度
（B）

増 減
（A‐B）

増減率
（A/B‐1）

売 上 高 13,473 13,769 ▲296 ▲2.2% 

営 業 利 益 481 195 286 146.6%

経 常 利 益 398 126 271 214.1%
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る

当 期 純 利 益 900 114 786 686.8%

（１） 連結

２２

2019年度
（A）

2018年度
（B）

増 減
（A‐B）

増減率
（A/B‐1）

売 上 高 12,437 12,805 ▲367 ▲2.9% 

営 業 利 益 404 112 291 258.6%

経 常 利 益 351 69 281 408.1%

当 期 純 利 益 877 85 791 930.5%

（２） 個別 （単位：億円，未満切捨）



２．販売電力量 ３３

（単位：億kWh）

注：四捨五入の関係で合計が一致しない場合があります。

2019年度
（A）

2018年度
（B）

増 減
（A‐B）

増減率
（A/B‐1）

融 通 ・ 他 社 販 売 電 力 量 83.8 81.1 2.7 3.4%

（参 考） （単位：億kWh）

注：融通・他社販売電力量は，発受電電力量における融通・他社送電電力量を記載しています。

 販売電力量は 502.1億kWhと，電力小売全面自由化に伴う競争進展の影響などから，前年
度に比べ 5.2％の減少となりました。

2019年度
（A）

2018年度
（B）

増 減
（A‐B）

増減率
（A/B‐1）

販 売 電 力 量 計 502.1 529.4 ▲27.4 ▲5.2%

電 灯 168.1 174.9 ▲6.8 ▲3.9%

電 力 333.9 354.6 ▲20.6 ▲5.8%



３．発受電電力量 ４４

2019年度
（A）

2018年度
（B）

増 減
（A‐B）

増減率
（A/B‐1）

発 受 電 電 力 量 計 545.7 575.4 ▲29.7 ▲5.2%
自 社 329.2 353.5 ▲24.2 ▲6.9%

（出水率） （81.3%） （92.4%） （▲11.1%）
水 力 29.4 33.0 ▲3.6 ▲10.8%
火 力 299.7 320.4 ▲20.6 ▲6.4%

（設備利用率） （ － ） （ － ） （ － ）
原 子 力 － － － －
新エネルギー等 0.1 0.1 ▲0.0 ▲3.3%

融 通 ・ 他 社 225.1 230.6 ▲5.4 ▲2.4%
受 電 308.9 311.6 ▲2.7 ▲0.9%
送 電 ▲83.8 ▲81.1 ▲2.7 3.4%

揚 水 動 力 ▲8.7 ▲8.6 ▲0.1 0.9%
注：島根原子力発電所2号機は2012年1月から運転を停止しています。

融通・他社は，期末時点で把握している電力量を記載しています。
四捨五入の関係で合計が一致しない場合があります。

 発受電電力量は，前年度に比べ 5.2％の減少となりました。

 自社の水力発電は，前年度に比べ出水減により減少しました。

 自社の火力発電は，販売電力量の減による稼働減などにより減少しました。

（単位：億kWh）



４．収支概要 【連結】 （１）収益

2019年度
（A）

2018年度
（B）

〔増減率〕
増 減
（A-B）

主な増減理由

経 常 収 益 13,584 13,900 ▲315

売 上 高 （ 営 業 収 益 ）
13,473 13,769 ▲296

（12,437） （12,805） （▲367）

〔▲2.8%〕

電 気 事 業 営 業 収 益 12,129 12,485 ▲355

〔▲6.6%〕 販売電力量の減 ▲440
燃料費調整額 ▲126
再エネ賦課金の減 ▲48電 気 料 金 収 入 9,165 9,813 ▲647

〔10.9%〕
再エネ交付金の増 ＋307

そ の 他 2,964 2,671 292

その他事業営業収益 2,718 2,665 53

連 結 処 理 ▲1,374 ▲1,380 6 

営 業 外 収 益 111 130 ▲19

（単位：億円，未満切捨）

５５

注： （ ）内は，個別の数値を記載しています。電気事業営業収益は個別の数値。

 売上高は，販売電力量の減少により，電気料金収入が減少したことなどから，296億円減収
の1兆3,473億円となりました。



４．収支概要 【連結】 （２）費用 ６

（単位：億円，未満切捨）

注： （ ）内は，個別の数値を記載しています。電気事業営業費用は個別の数値。
「原子力バックエンド費用」は使用済燃料再処理等拠出金費，特定放射性廃棄物処分費，原子力発電施設解体費の総額を記載
しています。
※ 中国電力の影響額を記載しています。なお，連結処理後の影響額は▲213億円となります。

2019年度
（A）

2018年度
（B）

〔増減率〕
増 減
（A-B）

主な増減理由

経 常 費 用 13,186 13,773 ▲587

〔▲4.3%〕
営 業 費 用 12,991 13,574 ▲582

〔▲5.2%〕
電 気 事 業 営 業 費 用 11,734 12,380 ▲646

人 件 費 949 944 4

原 料 費 6,027 6,427 ▲400 販売電力量の減 ▲294
ＣＩＦ安 ▲338
為替円高 ▲44
出水減 ＋44
再エネ買取費用の増 ＋372

燃 料 費 1,887 2,367 ▲479

地帯間・他社購入
電 力 料 4,139 4,059 79

修 繕 費 924 806 118

減 価 償 却 費 678 917 ▲239 減価償却方法の変更による減※ ▲218

原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用 62 65 ▲2

そ の 他 3,091 3,219 ▲127 再エネ納付金の減 ▲48

その他事業営業費用 2,612 2,560 51

連 結 処 理 ▲1,354 ▲1,366 12

営 業 外 費 用 194 198 ▲4
（184） （185） （▲1）



2019年度
（A）

2018年度
（B）

増 減
（A-B）

主な増減理由

営 業 利 益 481
（404）

195 
（112）

286
（291）

経 常 利 益 398
（351）

126
（69）

271
（281）

渇 水 準 備 金 ▲3 ▲2 ▲1

原 子 力 発 電 工 事
償 却 準 備 金 ▲862 25 ▲888 引当金全額取崩し

特 別 利 益 - 104 ▲104 （前年度）有価証券売却益

特 別 損 失 22 59 ▲37
岩国発電所廃止損失 ＋22
（前年度）災害特別損失等※1 ▲37
（前年度）事業撤退損※2 ▲21

法 人 税 ほ か 342 34 307

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

900 114 786
（877） （85） （791）

４．収支概要 【連結】 （３）利益等 ７

（単位：億円，未満切捨）

注： （ ）内は，個別の営業利益，経常利益，当期純利益の数値を記載しています。
※1 2018年7月の豪雨災害に伴う損失額37億円を計上
※2 連結子会社の一部事業撤退に伴う損失額21億円を計上

 経常利益は，271億円増益となる398億円となりました。（変動要因は次頁参照）

 親会社株主に帰属する当期純利益は，減価償却方法の見直しに伴い，原子力発電工事償
却準備引当金の全額を取崩した結果，大幅な増益となりましたが，販売電力量の減少が続
く，厳しい経営状況にあるものと受けとめています。



５．経常利益の変動要因【連結】

経 常 利 益 271 億 円 の 増 益

(億円)

2019年度

８８

2018年度

398

▲100

▲50

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

減価償却方法の変更※ ＋213

販売電力量の減
▲146

燃調制度による
期ずれ影響

＋256

出水減
126

▲44

その他
＋206

※ 連結経常利益への影響額を記載しています。



６．セグメント情報（１／２）

2019年度
（A）

2018年度
（B）

増 減
（A-B）

売 上 高 825 739 86

営 業 費 用 802 721 80

営 業 利 益 23 18 5

（２） 総合エネルギー供給事業

９９

 売上高(営業収益)は，連結子会社における電力販売の収入が増加したことなどから，
825億円と前年度に比べ86億円の増収となりました。

 営業費用は，燃料価格低下などによる燃料販売事業費用の減少があったものの，連
結子会社における電力販売の費用が増加したことなどから，802億円と前年度に比べ
80億円の増加となりました。

 この結果，営業利益は23億円と前年度に比べ5億円の増益となりました。

（１） 電気事業

2019年度
（A）

2018年度
（B）

増 減
（A-B）

売 上 高 12,129 12,485 ▲355

営 業 費 用 11,734 12,382 ▲648

営 業 利 益 395 102 292

 Ｐ．１ 「１－１．連結業績概要」 をご参照ください。

（単位：億円，未満切捨）

（単位：億円，未満切捨）



６．セグメント情報（２／２）

（単位：億円，未満切捨）

（３） 情報通信事業

10  10  

2019年度
（A）

2018年度
（B）

増 減
（A-B）

売 上 高 429 418 11

営 業 費 用 395 395 0

営 業 利 益 34 23 11

 売上高(営業収益)は，回線数増加などにより，電気通信関係事業収入が増加したこと
などから，429億円と前年度に比べ11億円の増収となりました。

 営業費用は， 395億円と前年度並みとなりました。

 この結果，営業利益は34億円と前年度に比べ11億円の増益となりました。



Ⅱ. 2020年度 業績予想・配当方針



１．連結業績予想 11 11 

 業績予想につきましては，新型コロナウイルスの感染拡大による業績への影響を

見通すことが困難であるため，未定としています。

 今後，業績予想が可能となった時点で，速やかにお知らせいたします。

 なお，新型コロナウイルスの感染拡大が当社グループの業績に与える主な影響

として，以下を想定しています。

 経済活動の停滞に伴う販売電力量の減等による売上高の減少

 燃料価格の変動に伴う売上高及び原料費の増減

 取引先の事業活動の休止等による工事繰延及び調達先変更などに伴う費

用の増減



２．配当方針 1212

 当社は，株主の皆さまに対する利益配分にあたっては，安定配当を基本とし，
単年度の業績だけでなく，中長期的な観点から総合的に勘案して，1株につき
50円の配当を実施しております。

 剰余金の配当については，定款の定めに基づく取締役会決議による中間配当
及び株主総会決議による期末配当の年2回を基本としております。

 当年度の剰余金の配当は，上記の基本方針に基づき，期末配当を1株につき
25円とし，中間配当（25円）と合わせて50円とする予定としております。

 2020年度の配当については，極めて不透明な経営環境に置かれていること
を踏まえ，「未定」としております。

2020年度 2019年度

中間 未定 25 円

期末 未定 25 円

計 未定 50 円

＜ 配当の状況 ＞ （単位：円/株）



（参考）2019年度 決算 主要ポイント



１．損益計算書関係・貸借対照表関係 13 13 

2019年度 2018年度

連 結 個 別 連 結 個 別

損
益
計
算
書
関
係

決 算 概 要
10年ぶり

減収（▲296億円）
増益（＋271億円）

10年ぶり
減収（▲367億円）
増益（＋281億円）

6年ぶり
増収（＋620億円）
減益（▲180億円）

6年ぶり
増収（＋530億円）
減益（▲171億円）

売 上 高
1兆3,473億円

（第2位）

1兆2,437億円

（第2位）

1兆3,769億円
（第1位）

1兆2,805億円
（第1位）

営 業 利 益
481億円
（第20位）

404億円
（第35位）

195億円
（第22位）

112億円
（第50位）

経 常 利 益
398億円
（第17位）

351億円
（第31位）

126億円
（第22位）

69億円
（第47位）

親会社株主に帰属する

当 期 純 利 益 /
当 期 純 利 益

900億円
（第1位）

877億円
（第1位）

114億円
（第19位）

85億円
（第38位）

2019年度 2018年度

連 結 個 別 連 結 個 別

貸
借
対
照
表
関
係

総 資 産 3兆2,653億円 3兆928億円 3兆2,616億円 3兆851億円

純 資 産 6,466億円 4,944億円 5,586億円 4,037億円

自己資本比率 19.7％ 16.0％ 17.0％ 13.1％

有利子負債残高 2兆1,939億円 2兆1,996億円 2兆1,969億円 2兆2,002億円

注：決算概要における増益・減益は経常利益ベース
連結決算は実施以来（1994年度から）の順位
順位は各決算時点での過去の金額との単純比較



２．主要諸元（個別） 14 14 

2019年度

（A）

2018年度

（B）

増減

（A-B）

為替レート

（インターバンク）
109円／＄ 111円／＄ ▲2

原油ＣＩＦ価格

（全日本）
67.8＄／ｂ 72.2＄／ｂ ▲4.4

海外炭ＣＩＦ価格

（全日本）
101.1＄／ｔ 120.6＄／ｔ ▲19.5

原子力設備利用率 ― ― ―

注：2019年度 の原油及び海外炭ＣＩＦ価格は速報値

■ 主要諸元


